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《書　評》
Akira Okamoto, Tax Policy for Aging Societies: 
Lessons from Japan （Springer, 2004）
村　　上　　雅　　子＊
　この本が出版されて10年になるが，今もその価値は高い。その理由は，進展する人口高齢化社会に
あって，労働人口の減少，貯蓄率の低下から資本蓄積と経済成長が抑制されてゆく中で，年金，医療
の保険料率，租税負担率は大幅に増加せざるを得ないが，その財源をどのような税制改革によって調
達するべきか。（年金改革も含め）代替的税制改革が，マクロ経済にどのような効果をもたらすか，
それを効率性と公平性の点から評価して政策選択のガイドラインを求めるという，著者が主題とした
問題は，今もますます重要性を増している。それにもかかわらず，この本におけるような理論的整合
性を持ったシミュレーションモデルで結果を出している類書が出てきていないからである。なおこの
本が英文で世界に向けて発信されたことも喜ばしい。日本の経済学研究のレベルに比して，英文著書
の発信は少ないからである。著者の英文は明晰で読みやすい。
［１］モデルの特性について
　この本のシミュレーションの基礎となったのは，Auerbach=Kotlikoffによる1983年の論文，1987年
の著書によって著名となった「ライフサイクル一般均衡シミュレーションモデル」である。岡本氏は
このモデルに数々の拡充を行った。例えば公平性からの評価を行うために，世代内の階層別所得分布
を導入し，また生存の不確実性による非意図的な遺産相続も導入した。これによって税制改革案のタッ
クスベースの違いや，比例課税か累進課税かの相違によるマクロ経済への影響のみならず，相続税の
強化による影響をも分析することができた。改革案の比較と評価の基準は，効率性の指標として資本
蓄積の水準，公平性の指標として社会的厚生の水準（これには資本蓄積の影響も入るから効率性も含
むが）である。
　税制改革の代替案をシミュレーションによって，明確な結果を出し，比較するために，モデルは単
純化され，強い仮定もおかれている。すべて実質のタームであり，貨幣や金融面は捨象された。家計，
企業，政府の３部門について，モデルの定式化は以下のようである（数式番号はモデルの基本構成を
示すため，書評者が付した）。
　家計部門は，（１）生涯期待効用関数を，21歳（就労年齢）から100歳（死亡時）までの各年齢時に
おける生存確率と将来割引係数をウェイトとした消費水準の関数として定式化。消費と余暇の間の選
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択は導入されず，労働供給は非弾力的。（２）予算制約式は，各年齢時の家計の所有資産が，前年保
有資産の税引き後の元利合計に，税引き後の労働所得，年金受給額，相続資産額を加え，消費税込み
の消費を引いた額。（３）予算制約下の生涯期待効用最大化によって，生涯の各年齢時の最適消費が
決定される。これは将来の労働所得や各税率の完全予見の仮定のもとで21歳（意思決定年齢）時に決
定される。（４）公的年金は，定額の基礎年金と報酬比例年金から成る。（５）相続資産は50歳時の生
存者が受け取る。遺贈総額はそのときの死亡者の保有資産合計である。後の章で所得階層が導入され
たモデルでは，遺贈資産は，死亡者と同じ所得階層の生存者が相続と仮定。
　企業部門は，非常に簡単に，競争市場における生産の主体として（６）生産関数のみが設定される。
生産関数の規模の収穫一定性から，（７）総生産額は利子所得と労働所得の合計に等しい。従って，
企業に内部留保はなく，利潤はすべて利子所得と労働所得として家計に配分され，家計が利子所得税
と労働所得税を負担し，企業の租税負担はない。年金保険料も全額を家計が負担。
　政府部門は，一般政府部門と年金部門に分かれ独立運営されている。（８）一般政府部門は一家計
あたり定額の財政支出の合計が租税総額でまかなわれ，財政均衡。（９）年金部門は賦課方式で，年
金給付総額が労働所得への年金保険料でまかなわれ財政均衡。ただし年金改革を扱う第６章では，基
礎年金への租税財源からの負担率を上昇させた時の効果が考察され，一般政府と年金部門の独立財政
仮定は除かれる。これに，資本市場，労働市場，財市場それぞれの需給均衡条件式と社会的厚生関数
式が加わりモデルの枠組は完結する。
　（10）資本市場の需給均衡条件は，家計の供給する資産の総計が，生産関数から需要される実質資
本に等しい。
　（11）労働市場の需給均衡条件は，生産関数から需要される総労働が，家計の供給する総労働供給
に等しい。
　（12）財市場の需給均衡条件は，総生産が総消費と総投資と政府支出の合計に等しい。
　（13）社会的厚生関数は，各家計の効用の総計としての単純なベンサム型である。このモデルで使
われている効用関数が，限界効用逓減型であるため，消費の格差が所得階層間で縮小したり，生涯の
年齢間で縮小すれば，社会的厚生は増大するのである。
　この本の全章のシミュレーション分析はこの基本モデルに依っている。第７章，第８章で連続的所
得分布を導入した場合は，（14）労働所得を構成する要素のひとつ「稼得能力」（x）の対数正規分布
の密度関数式が更に加わる。
　この本では，日本の現在（1995年，後の章では2000年）と人口高齢化の進展した2025年とを比較する。
そのためシミュレーションの外生的諸変数の値やパラメーター値の選定について日本の実態に近似さ
せた。その根拠は丁寧に説明されている。その中で書評者は，労働所得（wxeの３要素の積）の算定
方法に注目したい。wは「効率単位で測られた賃金率」という以上の説明はない。eは年齢による稼
得能力の相違を表す係数で，平均月収を年齢と勤続年数を説明変数とする推定式を用いて計算。世代
内の労働所得格差に作用するのは，xである。xは労働者の稼得能力あるいは労働賦存の相違を表す
係数であるが，これを求める著者の方法は，『国税庁統計年報書』にある所得階層別の総所得額のデー
タを階層別総人数のデータで割って階層別平均所得を求め，全体の平均所得を分母とする階層別平均
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所得の比率（倍率）を階層別の稼得能力xの値としたのである。日本においては源泉徴収者と申告所
得者を合わせた納税者の全所得の分布統計は不備であり，国税庁年報書のこの表に行きつくことは筆
者も経験したが，この階層別総所得には労働所得のみでなく，譲渡所得，資本所得も入っており，そ
れを用いて，階層別の平均所得と全体の平均所得（471万円）との倍率を求めるから，x値は最貧層の0.16
（1995年で平均年収76万円）から最高層（第13階層）の8.21（平均年収3870万円）におよぶ，約50倍
の差になる。そこで人数の99.7％を含む第12階層の3.63（平均年収1711万円）までをx値に採用した。
これによって，22.5倍の差に下がる。この稼得能力の相違は生涯不変と仮定されている。公的年金の
報酬比例部分の給付額は各人の退職までの年数のwxeの合計の平均値に対して一定の代替率を掛けた
額であるから，退職後もxの差の影響は続く。このx算定方法は，xが全稼得能力係数ではなく，労
働賦存係数であるから，やや乱暴であり，他の労働所得分布データで再計算するとよいと思われたが，
第５章，第６章でその改良を行っている。
　なお，『国税庁統計年報書』の上記と同じデータから，各階層の平均所得税負担率を算出できる。
最低層の1.08％から最高層（第13階層）の29.12％まで確かに累進税負担になっており，平均負担率は
8.15％である。累進性は予想以上に緩い。このデータの1995年時の所得税制は1980年代半ば以降の改
革による税率構造平準化の傾向を受けているからであろう。この高所得層の所得の大部分は譲渡所得
であり，累進所得税によって労働供給の変化する所得では無いことを，所得税の累進性強化を求める
書評者は記しておきたい。
［２］シミュレーション結果について
　人口高齢化に伴う財源増加の必要を労働所得税強化か，資本所得（モデルでは利子所得のみ）税強
化か，いずれでまかなうべきか。これをまず第２章のシミュレーションで比較し，効率性の観点から
のみ評価する。結果は，利子所得税率を引き上げるケースの方が，労働所得税率を引き上げるケース
よりも資本蓄積を阻害し，社会的厚生水準もより低下させることが示された。したがって税制改革の
方向として利子所得課税強化は退けられる。
　この結果が導出されるメカニズムが説明されるが，利子所得税率の上昇は手取り利子率の低下であ
り，「１プラス手取り利子率」（割引率）の逆数である将来消費の「価格」を相対的に上昇させるため，
現在消費を高め，将来消費を低める。この結果，貯蓄は減少し，したがって資本蓄積が阻害されるの
である。
　第３章では，税制改革のタックスベースを所得か，消費かに加えて，比例課税か累進課税かを比較
するために，世代内の所得分布をモデルに導入し，公平性観点からの評価を明確にする。世代内所得
階層を低・中・高の３分位に分け，労働賦存係数xの値は第２章と同じデータから３分位分けに従っ
て再計算され，低・中・高所得階層のx値はそれぞれ0.465・1.000・2.221で，高と低の格差は4.8倍で
ある。
　タックスベースと課税の累進，比例を組み合わせた巧みなケース分けによるシミュレーションから，
注目すべきひとつの結果を出した。それは労働所得であれ，消費であれ，比例課税よりも累進課税に
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した場合の方が，資本蓄積の促進効果が大きいことである。そして労働所得税よりも消費税を比例か
ら累進にするほうが資本蓄積効果が大きくなる。なお，累進消費税は，家計の消費総額をタックスベー
スとする直接税であり，現行の間接税としての比例消費税とは異なる（著者はこれを累進支出税と呼
び変えているが，書評者はタックスベースを示すため，あえて累進消費税と呼称しておく）。
　このシミュレーション結果はどのようなメカニズムによってもたらされるのであろうか。著者の説
明は第３章にのみ詳しい。まず比例税下の消費の年齢プロフィールは，70歳前半までは年齢と共に上
昇するが，この曲線が累進消費税下ではより緩やかになる。つまり消費が低く税率の低い若年期では
消費が上昇し，中高年期ではその逆となる。所得からの残余の貯蓄は若年期には減少し，高年齢期に
は増加する。この効果は全体としての貯蓄を増加し，これが資本蓄積へ向かうと説明される。労働所
得税の累進化の場合も同様である。このモデルでは，税制の影響はあくまでも家計の予算制約下の「生
涯効用最大化」によって導出される各年齢時の最適消費決定を通して作用するのである。労働供給非
弾力性の仮定のため，累進税の「歪み」（distortion）は家計のコントロールできる生涯の消費配分に
おいてのみ生じる。著者は付録において，労働供給の変化を外挿してその影響を感応分析し，労働供
給が大幅に減少した場合は累進税によって資本の減少が起こりうることを示した。また，効用関数に
おける通時的代替弾力性のパラメーター値が低いほど，累進税化による社会的厚生の増加効果も大に
なることも別付録で分析し，本文のシミュレーション結果の限定性を明らかにし，シミュレーション
結果はあくまでもこのモデルと設定されたパラメーター値によることに注意を促している。
　第４章は，累進労働所得税と累進消費税の比較に絞って，現在（2000年）と高齢化社会（2025年）
についてシミュレーションを行い，効率性（K/L値）と公平性（世代内消費格差）の観点からの評価
を行った。第４章で一つ新しいのは，生産関数に技術進歩率を示すパラメーターを導入したことであ
る。2000年から2025年までに10.12％の技術進歩率（年率で0.39％）を仮定。この導入によって両税を
比較する上で，資本蓄積や総生産にもたらす効果の相違はより鮮明になったといえようか。
　シミュレーションに際しては常に，比較の現在（第４章では2000年）と比較年（2025年）の人口は
等しくなるように，21歳の世代の人口数と世代ごとの人口成長率を調整している。これは比較のケー
ス間で税収中立を保つために必要である。したがって高齢化の2025年は人口の年齢構成が異なるが，
総人口は減少しない。労働人口は減少し，労働所得にかかる年金保険料率は賦課方式年金財政の均衡
のために2000年の17.35％から2025年の30.82％へ上昇することがパラメーター値として先決されてい
る。
　結果は，資本蓄積については，消費税は老後にも課税されるからこれに備えて貯蓄が増加し，その
貯蓄はすべて実物資本として投下されるモデルであるから，労働所得税よりも消費税の方が総資本水
準は高くなるであろうと予想され，第３章で比例税よりも累進税のほうが資本蓄積推進効果が高い結
果が出ているから，累進消費税が，累進労働所得税よりもよい結果を生むであろうと予想されたが，
第４章のシミュレーションでは2025年における資本K/L値の上昇，社会的厚生SW値の上昇はきわめ
て大きく，且つ，高所得層のみでなく，低所得層の効用も，累進消費税で全税収を調達するほうが，
累進労働所得税で調達するよりも改善されるのである。
　このようにして，累進消費税が超高齢社会に進むわが国の税制改革の方向として最も望ましいこと
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した場合の方が，資本蓄積の促進効果が大きいことである。そして労働所得税よりも消費税を比例か
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が立証されてゆき，それは第７章，第８章において労働所得の分布に連続形（対数正規分布）を導入
したシミュレーションによってさらに精緻に基礎付けられる。しかし，累進消費税（著者の言葉では
累進支出税）の実行は困難が伴う。著者は支出税の実行可能性について言及しているが，書評者には
なお楽観的に思われる。累進消費税を実施するには，まず家計の所得の把握が前提となる。さらに各
家計の，毎年の貯蓄残高増加分が，金融機関はじめ資産の取引機関の協力（法的強制力を持った要請
により）を得て報告されなければならない。所得から貯蓄残高増加分が差し引かれることによって各
家計の消費総額が把握されるからである。そのためには納税者番号制度が実施され，収入となる取引
のたびごとに納税者番号が付記され，「名寄せ」が可能とならなければならない。その取引は国内外
に及ぶであろう。わが国でも納税者番号制度は導入されたが，これらの所得把握，資産増加分の把握
に用いられるような法的整備はまだなされていない。先進国においても納税者番号制度を持つ国は多
く，既に｢名寄せ｣が可能となるように，取引のたびごとに番号を付記することが義務づけられている
が，それは所得の正確な把握のために用いられ，金融機関を通して保有資産額の把握も可能にして，
それを高齢者介護施設サービスの負担限度額の決定に用いている国もあるが，累進消費税を実施して
いる国はまだない。筆者は書評の域を超えるが，わが国は，まず納税者番号制度を用いて所得把握を
正確にし，労働所得のみでなく，全所得をベースとして，累進所得税を強化，徹底すべきであると考
えている。この本のモデルがその性格上，労働所得のみの累進税を，累進消費税と比較していること
が残念に思われる。
　著者は第５章で，労働所得税，消費税，利子所得税，相続税のミックス税制の諸ケースを比較する。
現実の税制はミックス税制であり，改革は漸次的に進められるのが通常であるから，累進消費税の実
現の難しさを予想すると，どのようなミックス税制が次善の策であるかを数量的に確かめることは重
要である。また消費税と相続税の組み合わせによって全税収をまかなう（労働所得税も利子所得税も
課さない）ケースは興味深い。所得税と異なり，消費税は貯蓄部分に課税されないから，生涯にわた
り消費部分に課税して，残った遺産に相続税を課す課税ミックスは，所得を担税能力の指標と考える
公平性の観点からも容認されよう。世代内所得分布は，労働所得の高・中・低の３分位階層に分けら
れるが，この章での労働賦存係数x値を決めるデータは，財務省の統計（2001年）から夫婦と子２人
の勤労者世帯の年収を採っているから，低・中・高のx値は0.7143・1.000・1.4286と，高は低の２倍
の格差しかない。階層の平均年収は，500万円・700万円・1000万円，労働所得税の平均負担率は住民
税を含めて，2.3％・4.56％・8.59％。
　第５章の相続税を導入したシミュレーションで新しく発見されたことは，
　①2025年では，資本蓄積水準の最も高いのは比例税のみの「消費税6.7％，労働所得税6.3％，利子
所得税0.57％，相続税50％」のケースである。このK/L値は，2025年時の基準ケース「累進労働所得
税（累進性は2000年時と同等），消費税6.77％，利子所得税20％，相続税10％」のミックスよりもや
や高い。利子所得税の重課は資本蓄積を抑制する（第２章に説明）が，相続税の重課は資本蓄積を
促進する。そのメカニズムはここで説明が必要であるが，なされない。その結果の総厚生（SW）は
2025年の基準ケースよりも下がる。高所得層も低所得層も効用水準が下がるからである。
　効率性の上では資本蓄積推進は望ましいとしても，50％の比例相続税率は受け入れがたく，むしろ
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現行に近い，2025年の基準ケースの方が実現しやすいミックスであろう。資本蓄積効果に大差はない
のであるから。
　②2025年について，累進消費税で全税収をまかない，労働所得税も利子所得税も相続税もゼロにす
るケースが最も資本蓄積を促進し，高所得層も低所得層も効用を高め，且つその格差が縮小し，総厚
生も高める。したがって効率上も公平上もベストとされる。
　それゆえ，著者は累進消費税（著者のいう累進支出税）の導入を高齢化の進展するわが国の税制改
革として強く勧告する。そして，大竹＝斉藤（1998）による，世代内不平等，特に現在若年世代が消
費の高い不平等に直面していること，それが世代を超えて引き継がれ，相続によって拡大するとの指
摘を引用し，累進消費税を中軸として相続税率引き上げを伴うべきことを主張する。
　それでも累進消費税の実現は困難であろうと書評者は思う。間接税としての比例消費税に世帯員一
人当たり定額（成人，子ども別）の「給付つき税額控除」（Refundable Tax Credit, RTC）を結合すれば，
消費税の平均負担率では累進税にすることが出来る。書評者はこの制度がカナダで1985年当時実施さ
れていることを知った。納税者番号制度があり，全員申告制度であるが，所得税の課税最低限以下の
世帯もこのRTCの給付を受けられるため所得申告の誘因となっているとのこと。この方法による消費
税の累進化は，直接税の累進消費税よりも実行しやすいであろうが，累進度は高消費水準になるほど
低くなる。岡本氏のモデルの所得税や消費税の累進税制は，平均税率がタックスベースの線形増加関
数で定式化され，平均税率の上昇勾配としての累進度は一定であるが，一定額のRTCを伴う比例消費
税による累進度は消費水準が高くなるほど下がることは簡単に証明できる。この方法で累進消費税に
する場合は，所得税の累進化を伴うべきである。資産の不平等が世代に受け継がれることを阻止すべ
きならば，現行の累進相続税を比例税に変える必要はない。このようなミックスケースのシミュレー
ションを見たいと思う。
　第６章は，年金改革を導入する。日本の現状では既に基礎年金の1/3は租税財源が投入され，これ
が1/2まで引き上げられることも決定されている。第６章で基礎年金の租税財源からの基礎年金補填
率を，1995年時の1/3から1/2そして１まで引き上げたケースの比較を行った。
　データが1995年の生活協同組合による家計調査であり，有効標本数は多くはないが，家計の所得，
消費，租税，年金給付，保険料を記載しているため，税制と年金改革による家計の効用変化がわかる。
家計の労働所得（夫婦合算，賞与も含む年収）の平均値が7,928,220円，最低は2,521,740円，最高は
17,193,603円である。これを用いて275の階層別稼得能力係数xを算出したのは算出方法としては妥当
であり，最高は最低の6.8倍。
　シミュレーションからの発見は，公的年金の保険料は租税財源に代えられるべきこと，その税源と
しては累進消費税が効率性と公平性の観点から最も望ましいことである。
　第７章と第８章は，世代内の稼得能力xの分布に，連続的分布関数を導入して，第７章では労働所
得の累進課税と比例課税の効果を比較し，第８章では消費税の累進と比例を比較する。用いた分布関
数は対数正規分布の密度関数である。シミュレーションの結果は，1995年の実際の推定値に合わせた
標準偏差値（0.64），累進労働所得税，比例利子所得税，比例消費税のセットに比して，労働所得税
の累進度のみを引き上げたケースで，資本蓄積が促進され，低所得層の効用も上がり，高所得層の効
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用が下がり，社会的厚生が改善される。次にxの標準偏差を変更してゆくと，標準偏差を低くした場
合は，さらに資本蓄積水準は上がり，低所得層の効用も上がり，高所得層の効用は下がって，社会的
厚生水準も大幅に上昇する。したがって労働所得税は比例よりも累進が望ましく，累進度は高めた方
がよいこと，このとき税制以外の手段で労働の稼得能力間の不平等を縮小する方策を講じているなら
ば，望ましい効果はより大きいことがわかった。
　第８章では人口高齢化の2025年について，第７章で消費税は比例のまま行った標準偏差値の変更の
影響を，累進消費税としたケースも含めて比較した結果，ここでもxの標準偏差の低いケースほど資
本蓄積水準は高く，社会的厚生も高いことが確かめられた。労働所得税も利子所得税もゼロにして累
進消費税のみで全税収をまかなう，かなり極端な設定で見ると，K/L値の上昇は著しい。1995年の3.0
レベルに対して4.2以上になる。労働の稼得能力の分散を縮小する別途の対策の必要がますます明ら
かであり，具体的な対策については述べられていないが，人的資本形成とも関連して興味をそそられ
る。
　以上，書評にしては長すぎるほど，各章の手法を紹介してきた。それはこの本のシミュレーション
の結論が，「一人歩き」しないように，モデルの仮定，性格を踏まえて考えるべきだからである。ま
た岡本氏の，周到な工夫と苦心の一端を知ることが出来よう。岡本氏はこの本の出版後，次々にこの
モデルの拡充をされ，労働供給を内生化し，また移行過程の分析や，出生率が内生的に決まるモデル
への拡張もして，精力的に学会報告，論文発表をされている。最近，2013年６月号『フィナンシャル・
レビュー』（財務省総合政策研究所発行）の公的年金改革とその移行過程への政策提言を含む岡本氏
の論文を読み，Auerbach=Kotlikoffのライフサイクル一般均衡シミュレーションモデルが，ここまで
拡充できたのかと感嘆させられた。このモデルには財政赤字も導入されて日本の実態に近づけ，年金
の租税財源化で世代間の不公平が生じることへの対策（既に退職した世代が支払ってきた保険料への
補償など）まで含めたシミュレーションがなされている。
　ただ，現実の経済を見るとき，このモデルが一般均衡を基礎としているからであるが，資本市場の
均衡条件，供給される貯蓄はすべて生産関数が求める実物資本に等しいという条件が満たされている
のかという疑問が書評者には払拭できない。家計の貯蓄率は減少しているが，企業ことに大企業の内
部留保は巨額になっている。そして生産の場の実物資本増加への需要が伸びないため，それが金融商
品への投資に向かっていることから，雇用増加に結びつかないという，世界の先進各国が直面してい
る問題が，このモデルには反映されていないことである。しかしこのような問題を踏まえたシミュレー
ションモデルを構築するのは容易なことではない。現代マクロ経済学の根本問題に取り組むことにな
るであろう。岡本氏のこの本の熟読は，その場合の問題意識を鋭くすることは確かである。
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